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１  業  績 

（１）平成 15 年 11 月期第３四半期（平成 14 年 12 月１日～平成 15 年８月 31 日）の業績 

                          （単位：千円未満切捨、％） 

 15 年 11 月期第３四半期

（当四半期） 

対前年同

期増減率

14 年 11 月期第３四半期 

（前年同四半期） 

参    考 

前期（通期）

売 上 高      6,915,677 101.5 3,431,640 4,901,642

営業利益又は

営業損失（△） 
207,247 － △181,003     △207,115

経常利益又は

経常損失（△） 
       248,035 － △175,482 △174,421

    (注) 当第３四半期に係る数値については、朝日監査法人による監査を受けておりませんが、 

 監査委員会研究報告 第９号に準じた手続きの実施を受けております。 
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（２）広告代理店別の売上高内訳 

（単位：千円未満切捨、％） 

15 年 11 月期第３四半期

（当四半期） 

対前年同

期増減率

14 年 11 月期第３四半期 

（前年同四半期） 

参    考 

前期（通期） 

 

金    額 構成比   金    額 構成比 金額 構成比

㈱博報堂 2,400,606 34.7 167.4 897,768 26.2 1,501,850 30.6

㈱ｱｻﾂｰﾃﾞｨ･ｹｲ 1,099,787 15.9 139.6 458,923 13.4 622,015 12.7

その他 3,415,284 49.4 64.6 2,074,948 60.4 2,777,777 56.7

合  計 6,915,677 100.0 101.5 3,431,640 100.0 4,901,642 100.0

 

（３）主な資産・負債の変動について 

                           （単位：千円未満切捨） 

項    目 
平成15年11月期

第 ３ 四 半 期
増減額 前期末 

（資   産） 

売 掛 金 

有 価 証 券 

投資有価証券 

投資その他の資産（関連会社株式） 

（負  債） 

買 掛 金 

 

1,088,196

2,616,313

1,689,524

225,800

1,304,473

 

381,724

△419,087

741,794

99,301

506,545

 

706,471

3,035,400

947,730

126,499

797,927

（注）項目ごとの変動額が総資産額の１％を超えるものを記載しております。 
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２ 業績の概況 

（１）市場環境 

当第３四半期におけるわが国経済は、設備投資の増加、企業収益の改善など、景気

の持ち直しに向けた動きがみられる一方、個人消費や雇用情勢は概ね横ばいで推移す

るなど依然として先行きの見えない状況も続いております。 
このような経済状況のもとで多くの企業が広告費の抑制を継続し、広告市場として

は厳しい環境となりましたが、インターネット広告市場においては、総務省発表によ

ると６月末で 1093万人に達したブロードバンド回線利用者数の拡大に伴い、広告表現
の豊かなブロードバンド広告に積極的に取り組む企業が増加し、インターネット広告

は確実に回復・拡大の基調を歩みました。 
 

（２）当四半期の業績 

①売上高 

第３四半期（平成 14 年 12 月～平成 15 年８月）の売上高は 6,915,677 千円となり、

前年同四半期に比べて 3,484,037 千円（101.5％）増加いたしました。増加原因として、

当社の取引先上位２社の㈱博報堂（対前年同四半期比 167.4％増）及び㈱アサツーデ

ィ・ケイ(同 139.6％増)からの売上が増加したことがあげられます。 

 

②売上原価及び売上総利益 

売上原価は、売上高の増加に伴い前年同四半期に比べて 2,949,710 千円（100.6％）

増加し、5,881,308 千円となりました。この結果、売上総利益は 1,034,369 千円となり

前年同四半期に比べて 534,327 千円（106.9％）増加しました。 

 

③販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は 827,121 千円となり、前年同四半期に比べ 146,075 千円

（21.4％）増加しました。この結果、売上高に対する比率が 12.0％となり、前年の 19.9％

に比べて 7.9 ポイント低下しました。増加の原因としては、人員増による人件費の増

加があげられます。 

 

④営業損益 

営業損益は、売上高の増加により前年同四半期に比べて 388,251 千円増加し、営業

利益は 207,247 千円となりました。この結果、売上高営業利益率は 3.0％となり、前年

同四半期の△5.3％に比べて 8.3 ポイント上昇しました。 

 

⑤その他収益及び費用 

その他収益としては、営業外収益に有価証券利息 23,902 千円及び投資有価証券評価

差額 16,645 千円が各々計上されました。 
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⑥経常損益 

経常損益は、前年同四半期と比べて 423,518 千円増加し、経常利益 248,035 千円と

なりました。 

 

⑦流動資産 

流動資産は、5,464,832 千円となり前事業年度末に比べて 4,722 千円（0.1％）増加

しました。増加の主な原因として、売掛金の増加があげられます。 

 

⑧固定資産 

固定資産は、2,191,661 千円となり前事業年度末に比べて 761,433 千円（53.2％）増

加しました。増加の主な原因として、投資有価証券の増加があげられます。 

 

⑨流動負債 

流動負債は、1,503,405 千円となり前事業年度末に比べて 554,885 千円（58.5％）増

加しました。増加の主な原因として、買掛金の増加があげられます。 

 

⑩固定負債 

固定負債は、38,175 千円となり前事業年度末に比べて 20,951 千円（121.6％）増加

しました。 

 

⑪資本 

資本の部は、6,114,913 千円となり前事業年度末に比べて 190,319 千円（3.2％）増

加しました。 

 

（３）当四半期における設備投資の状況 

当第３四半期（平成 14 年 12 月～平成 15 年８月）においては、業務用システム（ADM-2）

開発投資を中心に総額 13,733 千円の設備投資を実施しました。 
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（４）当四半期における事業投資の状況 

    当第３四半期（９ヶ月）には、㈱アド・マーケットプレイスに対し、前期に引き続

いて 96,301 千円の追加投資を行いました。 

    当四半期末日における事業投資の状況は以下のとおりであります。 

                                                             （単位：千円未満切捨） 

会社名 株式数（株） 帳簿価額 

㈱アド・マーケットプレイス 5,466 155,600

㈱アドソリューションエックス 1,344 67,200

㈱サイバーウィング 1,000 50,000

Eyeblaster,Inc. 74,184 29,237

㈱イージーユーズ 200 30,000

㈱エイワンアドネット 392 19,600

㈱ボルテージ 60 11,204

㈱エルゴ・ブレインズ 480,000 445,920

 

（５）人員体制の推移 

    当社の事業規模の拡大に伴い、人員体制の強化を図った結果、当第３四半期末現   

在で正社員数は 79 人となり、前期末時点と比較して 20 名の人員増強を図りました。 

 

３  当期の見通し 

    当社は、業績予想の発表を実施していないことから当期の見通しの記載を省略してお

ります。 

 

４  その他 

    平成 15 年２月 27 日開催の定時株主総会の決議による自己株式の買付を実施しました。 

（１） 取得の理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策遂行を可能とするため 

（２） 取得した株式の種類 

当社普通株式 

（３） 取得した株式の総数 

1,000 株 

（４） 取得価額 

89,800,000 円 

（５） 取得日 

平成 15 年７月 23 日 

（６） 取得方法 

株式会社大阪証券取引所における「自己株式取得のための単一銘柄取引」による買付け 
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（参考資料） 
 

四半期財務諸表等          

 

（１） 四半期貸借対照表          

                                        (単位：千円) 
当四半期会計期間末 

(平成15年８月31日現在) 

前四半期会計期間末 

(平成14年８月31日現在) 

前事業年度要約貸借対照表 

(平成14年11月30日現在) 
科      目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

(資 産 の 部         )  
% %

  
%

Ⅰ 流 動 資 産     

1. 現 金 及 び 預 金 ※2  1,723,692 1,928,668  1,675,711 

2. 売 掛 金   1,088,196 582,991  706,471 

3. 有 価 証 券   2,616,313 2,837,802  3,035,400 

4. 前 渡 金   9,119 6,235  － 

5. 未 収 入 金   4,308 123  4,472 

6. 繰 延 税 金 資 産   948 1,338  1,392 

7. そ の 他   26,653 19,007  38,862 

貸 倒 引 当 金   △4,400 △1,800  △2,200 

流 動 資 産 合 計   5,464,832 71.4 5,374,367 80.4  5,460,110 79.2

Ⅱ 固 定 資 産     

1. 有 形 固 定 資 産 ※1  77,055 1.0 94,055 1.4  87,697 1.3

2. 無 形 固 定 資 産   133,551 1.7 151,103 2.3  153,069 2.2

3. 投資その他の資産     

(1) 投 資 有 価 証 券 1,689,524 796,229 947,730  

(2) そ の 他※2 350,871 611,866 300,960  

投資損失引当金  △54,887 △337,458 △54,887  

貸 倒 引 当 金  △4,454 1,981,053 25.9 △6,896 1,063,741 15.9 △4,341 1,189,461 17.3

固 定 資 産 合 計   2,191,661 28.6 1,308,900 19.6  1,430,227 20.8

資 産 合 計   7,656,494 100.0 6,683,268 100.0  6,890,338 100.0
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(単位：千円) 

当四半期会計期間末 

(平成15年８月31日現在) 

前四半期会計期間末 

(平成14年８月31日現在) 

前事業年度要約貸借対照表 

(平成14年11月30日現在) 
科      目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

(負 債 の 部         ) 
% % %

Ⅰ 流 動 負 債  
   

1. 買 掛 金 ※2  1,304,473 556,948  797,927 

2. 未 払 金   31,571 60,286  104,916 

3. 未 払 法 人 税 等   39,510 4,357  5,810 

4. 新 株 引 受 権   3,590 3,703  3,703 

5. そ の 他 ※3  124,259 29,120  36,161 

流 動 負 債 合 計   1,503,405 19.6 654,416 9.8  948,519 13.8

Ⅱ 固 定 負 債     

1. 退職給付引当金   9,578 2,677  3,754 

2. 役員退職慰労引当金   28,597 10,945  13,470 

固 定 負 債 合 計   38,175 0.5 13,622 0.2  17,224 0.2

負 債 合 計   1,541,580 20.1 668,038 10.0  965,743 14.0

(資 本 の 部         )    

Ⅰ 資 本 金   － － 3,247,291 48.6  － －

Ⅱ 資 本 準 備 金   － － 3,148,690 47.1  － －

Ⅲ 利 益 準 備 金   － － 1,600 0.0  － －

Ⅳ その他の欠損金     

1. 四半期未処理損失   － 372,981  － 

その他の欠損金合計   － － △372,981 △5.6  － －

Ⅴ その他有価証券評価差額金   － － △9,370 △0.1  － －

資 本 合 計   － － 6,015,229 90.0  － －

     

Ⅰ 資 本 金   3,252,898 42.5 － －  3,247,291 47.1

Ⅱ 資 本 剰 余 金     

1. 資 本 準 備 金   1,689,901 －  3,148,690 

2. その他資本剰余金   1,000,000 －  － 

資本剰余金合計   2,689,901 35.2 － －  3,148,690 45.7

Ⅲ 利 益 剰 余 金     

1. 利 益 準 備 金   － －  1,600 

2. 四半期(当期)未処分利益又は 

四半期（当期）未処理損失（△） 
  200,634 －  △466,109 

利益剰余金合計    200,634 2.6 － －  △464,509 △6.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金   61,278 0.8 － －  △6,877 △0.1

Ⅴ 自 己 株 式   △89,800 △1.2 － －  － －

資 本 合 計   6,114,913 79.9 － －  5,924,594 86.0

負 債 資 本 合 計   7,656,494 100.0 6,683,268 100.0  6,890,338 100.0
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（２） 四半期損益計算書          

(単位：千円) 
当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日)
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日)
前事業年度要約損益計算書

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 科      目 

金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比

  % %   %

Ⅰ    売 上 高  6,915,677 100.0 3,431,640 100.0  4,901,642 100.0

Ⅱ  売 上 原 価  5,881,308 85.0 2,931,597 85.4  4,192,399 85.5

  売 上 総 利 益  1,034,369 15.0 500,042 14.6  709,243 14.5

Ⅲ  販売費及び一般管理費  827,121 12.0 681,046 19.9  916,358 18.7

営 業 損 失  － － 181,003 △5.3  207,115 △4.2

営 業 利 益  207,247 3.0 － －  － －

Ⅳ  営 業 外 収 益 ※1 42,456 0.6 33,401 1.0  40,337 0.8

Ⅴ  営 業 外 費 用 ※2 1,668 0.0 27,880 0.8  7,643 0.2

  経 常 損 失  － － 175,482 △5.1  174,421 △3.6

  経 常 利 益  248,035 3.6 － －  － －

Ⅵ  特 別 利 益 ※3 － －  492 0.0  492 0.0

Ⅶ  特 別 損 失 ※4 965 0.0 364,145 10.6  420,572 8.6

  税引前四半期（当期）純損失  － － 539,135 △15.7  594,500 △12.2

  税引前四半期純利益  247,069 3.6 － －  － －

  法人税、住民税及び事業税  46,434 0.7 4,357 0.1  5,810 0.1

  法 人 税 等 調 整 額  － － △74,726 △2.1  △38,416 △0.8

  四半期（当期）純損失  － － 468,765 △13.7  561,893 △11.5

   四 半 期 純 利 益  200,634 2.9 － －  － －

  前 期 繰 越 利 益  － 95,784  95,784 

  四半期（当期）未処分利益又は 

  四半期（当期）未処理損失（△） 
 200,634 △372,981  △466,109 
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項          

 

項     目 

当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日) 
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日) 
前事業年度 

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 
1. 有価証券の評価

基準及び評価方

法 

子会社株式、子会社出資金及

び関連会社株式 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 

満期保有目的の債券 

償却原価法を採用してお

ります。 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

第３四半期末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定）を採用しており

ます。 

なお、組込デリバティ

ブを区分して測定するこ

とができない複合金融商

品は、全体を時価評価し、

評価差額を当期の損益に

計上しております。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法を採用しております。

 

デリバティブ 

時価法によっております。

 

子会社出資金及び関連会社

株式 

同  左 

 

 

満期保有目的の債券 

同  左 

 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同  左 

 

 

       

子会社出資金及び関連会社

株式 

同  左 

 

 

満期保有目的の債券 

同  左 

 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

当期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

を採用しております。 

なお、組込デリバティ

ブを区分して測定するこ

とができない複合金融商

品は、全体を時価評価し、

評価差額を当期の損益に

計上しております。 

 

 

時価のないもの 

同  左 

 

 

       

2. 固定資産の減価

償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建  物  ３～15年 

器具備品  ４～15年 

 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェア

については、社内における見

込利用可能期間（５年） に

基づく定額法を採用してお

ります。 

 

(1)有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同  左 

(1)有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同  左 

3. 繰延資産の処理

方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として

計上しております。 

 

           新株発行費 

支出時に全額費用として

計上しております。 
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項     目 

当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日) 
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日) 
前事業年度 

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 
4. 引当金の計上基

準 

(1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 

(2)投資損失引当金 

関係会社等への投資に対

する損失に備えるため、そ

の財政状態等を勘案して計

上しております。 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当第３四半期末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき計上しておりま

す。 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備え

るため、会社内規により算

出した当第３四半期末要支

給額を計上しております。

 

(1)貸倒引当金 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)投資損失引当金 

同  左 

 

 

 

 

(3)退職給付引当金 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

同  左 

(1)貸倒引当金 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)投資損失引当金 

同  左 

 

 

 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、

会計基準変更時差異は発生

しておりません。 

 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備え

るため、会社内規により算

出した期末要支給額を計上

しております。 

5. 外貨建資産及び

負債の本邦通貨

への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、第

３四半期決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。 

 

同  左 外貨建金銭債権債務は、当

期末決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

6. 収益及び費用の

計上基準 

インターネット広告取扱

高、インターネット広告媒体

原価及び広告代理店売上原

価をそれぞれ両建計上し、契

約金額を広告掲載期間にお

ける日数で按分し、売上高を

計上しております。 

 

同  左 同  左 

7. リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

 

同  左 同  左 

8. その他四半期財

務諸表（財務諸

表）作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 
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追 加 情 報 

当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日) 
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日) 
前事業年度 

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 
           （金融商品会計について） 

当期からその他有価証券のうち時

価のあるものについて、金融商品に

係る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」 企業会

計審議会 平成11年１月22日）を適

用しております。 

この結果、従来の方法によった場

合と比較してその他有価証券評価差

額金△9,370千円計上され、投資有価

証券が9,370千円減少しております。

（金融商品会計について） 

当期からその他有価証券のうち時

価のあるものについて、金融商品に

係る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」 企業会

計審議会 平成11年１月22日）を適

用しております。 

この結果、従来の方法によった場

合と比較して、その他有価証券評価

差額金が△6,877千円計上され、投資

有価証券が6,877千円減少しており

ます。 

           (退職給付引当金について) 

平成14年２月27日付で退職金規程

を改訂し、退職給付引当金の増額と

なる過去勤務債務が1,203千円発生

しております。改訂前の退職金規程

を継続した場合と比較して、過去勤

務債務の償却を含めた退職給付引当

金への当期繰入額は585千円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前四半

期損失はそれぞれ同額増加しており

ます。 

(退職給付引当金について) 

平成14年２月27日付で従業員退職

金規程を改訂いたしました。これに

伴い過去勤務債務の費用処理額が

1,203千円発生しておりますが、勤務

費用が同額減少するため、改訂前の

退職金規程を継続した場合と比較し

て損益への影響額はありません。 

           （役員退職慰労引当金について） 

平成14年２月27日付及び平成14年

５月29日付で役員退任退職金規程を

改訂いたしました。これに伴う過去

勤務債務は発生しておりませんが、

改訂前の役員退任慰労金規程を継続

した場合と比較して、役員退職慰労

引当金繰入額が1,863千円減少し、営

業損失、経常損失及び税引前四半期

損失はそれぞれ同額減少しておりま

す。 

（役員退職慰労引当金について） 

平成14年２月27日付及び平成14年

５月29日付で役員退任慰労金規程を

改訂いたしました。改訂前の役員退

任慰労金規程を継続した場合と比較

して、営業損失が428千円増加し、経

常損失及び税引前当期純損失はそれ

ぞれ228千円増加しております。 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計） 

当期から、「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企業

会計基準第１号）を適用しております。

これによる当期の損益に与える影響は

軽微であります。 

 

           （自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計） 

当期から、「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を早期適用し

ております。これによる当期の損益

に与える影響はありません。 

なお、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則の一部を改

正する内閣府令」（平成14年３月26

日内閣府令第９号）附則第２項ただ

し書きを適用し、当期における貸借

対照表の資本の部については、改正

後の財務諸表等規則に基づいて表示

しております。 
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当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日) 
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日) 
前事業年度 

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 
（税効果会計） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」が平成15年３月31日に公布された

ことに伴い、当第３四半期末の繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算（但

し、平成16年12月１日以降解消が見込

まれるものに限る）に使用した法定実

効税率が変更されました。その結果、

繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）が1,665千円増

加し、その他有価証券の金額が同額増

加しております。 
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注 記 事 項          

(貸 借 対 照 表 関 係         ) 

当四半期会計期間末 

(平成15年８月31日現在) 

前四半期会計期間末 

(平成14年８月31日現在) 

前事業年度末 

(平成14年11月30日現在) 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 

79,567千円 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額

57,970千円 

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額

64,548千円 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金   4,000千円 

 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

買掛金   37,631千円 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金   4,000千円 

 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

買掛金   58,030千円 

※ 2 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金   4,000千円 

 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

買掛金   75,602千円 

※ 3 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※ 3 消費税等の取扱い 

同  左 

 ※3                    

 
(損 益 計 算 書 関 係         ) 

当四半期会計期間 

(自 平成14年12月１日至 平成15年８月31日) 
前四半期会計期間 

(自 平成13年12月１日至 平成14年８月31日) 
前事業年度 

(自 平成13年12月１日至 平成14年11月30日) 
※ 1 営業外収益のうち主要なもの 

有価証券利息 

23,902千円 

投資有価証券評価差額 

16,645千円 

※ 1 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   26,599千円 

 

※ 1 営業外収益のうち主要なもの 

有価証券利息 

  28,467千円 

※ 2              

 

 

※ 2  営業外費用のうち主要なもの 

投資有価証券評価差額 

27,240千円 

※ 2  営業外費用のうち主要なもの 

投資有価証券評価差額 

6,960千円 

※ 3             

 

 

※ 3 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 

  492千円 

 

※ 3 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 

492千円 

※ 4   特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 

102千円 

 

 

※ 4   特別損失のうち主要なもの 

投資損失引当金繰入額 

      337,458千円 

投資有価証券評価損 

26,493千円 

※ 4  特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 

365,490千円 

投資損失引当金繰入額 

54,887千円 

 5  減価償却実施額 

   有形固定資産 

15,251千円 

   無形固定資産 

28,538千円 

 5  減価償却実施額 

   有形固定資産 

19,272千円 

   無形固定資産 

14,596千円 

 5 減価償却実施額 

   有形固定資産 

25,850千円 

   無形固定資産 

22,682千円 
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